
厚生労働科学研究費補助金(地域医療基盤開発推進研究事業) 

「将来の医療需要を踏まえた外来及び在宅医療の提供体制の構築のための研究」 

総 括 研 究 報 告 書（令和 4年度） 

 

研究代表者 今村 知明（奈良県立医科大学 教授） 

 

 

 

研究分担者 

野田龍也（奈良県立医科大学 准教授） 

西岡祐一（奈良県立医科大学 助教） 

次橋幸男（奈良県立医科大学 博士研究員） 

赤羽 学（国立保健医療科学院 部長） 

柿沼倫弘（国立保健医療科学院 主任研究官） 

中西康裕（国立保健医療科学院 研究員） 

佐藤拓也（東京大学医学部附属病院 病院診療

医） 

町田宗仁（国立保健医療科学院 部長） 

明神大也（奈良県立医科大学 講師） 

 

Ａ. 研究目的 

 本研究では、在宅医療と外来医療において

NDB・KDB 等のレセプトデータや介護 DB、外来

機能報告等を用いて、各地域における医療需要

を推計し、効率的かつ効果的な入院外医療の提

供体制について検討を行うことを目的とする。 

在宅医療については、まず在宅医療・介護の

定義付けや分析コードの整理、また性・年齢別

の在宅医療・介護必要量の将来推計等に取り組

む。その後、療養病棟・医療区分 1等の病床か

ら在宅医療への移行後に求められる在宅医療・

研究要旨 

 本研究では、在宅医療と外来医療において NDB・KDB 等のレセプトデータや介護 DB、外来機能

報告等を用いて、各地域における医療需要を推計し、効率的かつ効果的な入院外医療の提供体制

について検討を行うことを目的とする。 

在宅医療について、診療行為コードを整理し、各コードの年度、性・年齢、都道府県別の提供量を

記述疫学的に分析し現状の把握を行った。在宅医療を詳細に把握するために在宅医療の中で訪問

診療のみに着眼し、その重症度を 4 カテゴリーに区分して集計した。さらに、在宅医療に求められる医

療機能に応じた在宅医療の類型化を行った。それぞれの区分ごとの需要推計を行うために在宅医療

のニーズが高い後期高齢者に注目し、将来人口推計値を用いて在宅医療に関するカテゴリーごとの

需要推計を行った。 

外来医療については、患者個人単位でのレセプトを分析し、各患者が 2019 年度に最も頻回に受

診した医療機関への受診というものが全体の外来受診に占める割合を分析した。その結果、多くの患

者には主となる医療機関があり、その医療機関への受診が外来受診全体の 6-7 割を占めるということ

がわかった。また、その「各患者が最も頻回に受診した医療機関」の病院―診療所、病院であればそ

の病床規模といった類型についても分析を行い、都道府県別の傾向の違いを明らかにした。 

在宅医療の需要推計や外来医療における各患者の受療動向の傾向をみることにより、効率的かつ

効果的な入院外医療の提供体制について検討を進めることができた。また、在宅医療と外来医療を

合わせた入院外医療の効率的な医療機能の分化・連携事例の調査により、病気の治療と退院後の

居宅等での療養の両方の体制を整えることが重要であることが明らかとなった。 

本研究は、各都道府県が次年度より策定する医療計画や地域医療構想の実務的な資料として機

能することが期待され、特に入院外医療（在宅医療＋外来医療）について進めていくべき機能分化連

携の方向性やその方法を示す成果となると考えられる。 
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介護の必要量の推計を行う。最終的には医療・

介護レセプト連結データの分析から得られた

成果をもとに複数のデータベース分析を行い、

広域的な分析結果を得ることを目標とする。 

外来医療については、NDB 等を活用して、現

在時点の患者個人単位での診療行為や疾病別

に精緻に分析し、個人における受療行動の傾向

と変遷を明確化する。また、患者個人単位での

分析結果も踏まえつつ、また、医療機関別の分

析を行うことにより、各地域における医療機関

の分布や特色を把握し、外来医療における機能

分化連携の実際を明らかにする。最終的には今

後の入院外医療（在宅医療＋外来医療）につい

て進めていくべき機能分化連携の方向性やそ

の方法について政策提言を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究班は3つの分担班に分けて研究を進め、

班会議を 2 回開催し、研究の進捗状況の管理、

調整を行いながら進めた。研究の実施体制及び

研究内容は図 1 の通りである 

 

図 1 研究の実施体制および研究計画 

 在宅医療・介護保険サービス提供の実態と将

来需要の検討（在宅医療班） 

奈良県 KDB 改良データにおける 2019 年 4 月

～2020 年 3 月の医療レセプトデータを用いた。

75 歳以上の後期高齢者医療制度加入者を対象

として、「在宅患者訪問診療料」や「往診料」

等の診療行為（コード）が算定された者を在宅

患者と定義し、性・年齢階級、市町村別に在宅

患者数及びレセプト件数を抽出した。 

次に、国立社会保障・人口問題研究所（以下、

社人研）による地域別将来推計人口（出生中位・

死亡中位仮定）3)と受療割合を掛け合わせるこ

とで、2025～2045 年の在宅患者数を 5年ごとに

推計した。推計した患者数は、二次医療圏別、

市町村別に分析を行った。 

 

 外来医療の実態と将来需要の検討（外来医療

計画班） 

入院外医療需要（医科入院外レセプト）につ

いて、外来通院に該当する診療行為を整理した

上で、患者ごとに、１年間で最も受診した医療

機関において、その患者の総受診回数に占める

当該医療機関での受診の割合を集計した。集計

結果は、性・年齢階級別や都道府県別、医療機

関の病床規模別といった集計を行った。 

 

 効率的・効果的な入院外医療の提供体制の検

討（入院外医療の提供体制班） 

在宅医療と外来医療を合わせた入院外医療

における効率的な医療機能の分化・連携を推進

する地域の取り組み事例の調査分析を実施す

る。 

 

（倫理面への配慮） 

DPC や NDB のデータの利用にあたっては、過去

にこれらのデータ分析の実績があり、熟練した研

究者がデータ分析にあたっている。また、国から

個人データの提供を受ける際には、国にて匿名化

処置を行い、個人が識別できないようにしたデー

タの提供を受けている。 

研究の実施に当たっては必要に応じて奈良県

立医科大学の医の倫理委員会の審議を受け、承認

を得たうえで研究を行っている。 

また各分担研究者においても、必要に応じて各

機関の倫理審査委員会の審議を受け、承認を得た

うえで研究を行っている。 

 

Ｃ. 研究結果 

本年度研究によって以下の成果を得た。詳細に
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ついては、それぞれ分担研究報告書を参照された

い。 
 

 在宅医療班 

 2019 年度の訪問診療料及び／又は往診料が算

定された性・年齢階級別の在宅実患者数及びレセ

プト件数を分析した。奈良県全体の在宅実患者数

及びレセプト件数はそれぞれ 15,042 人、104,958

件で、年齢階級別では90歳以上が最も多かった。

また、二次医療圏別の在宅実患者数は、それぞれ

奈良：4,646 人、西和：3,888 人、東和：2,491 人、

中和：3,210 人、南和：807 人であった。 

奈良県全体の将来推計では、85-89 歳、90 歳以

上の患者数の増加が顕著であり、2040 年まで総数

の増加は続き県全体では最大で 26,312 人（基準

年である 2019 年から見て 1.75 倍）となった。 

二次医療圏別の将来推計では、二次医療圏別の

人口密集度合いを大、中、小に分けて推計結果を

示した。南和医療圏（人口密集度合い：小）を除

いた四つの医療圏において、2040 年まで在宅患者

数は増加する傾向が示されたが、東和医療圏（人

口密集度合い：中）では増加の傾向が奈良・西和・

中和医療圏（人口密集度合い：大）よりも緩やか

であった。 

人口密集度合いが大と小の二次医療圏におけ

る代表的自治体（市町村）の将来推計では、二次

医療圏別で見た場合に将来推計が増加の傾向で

あっても、圏域内の市町村では減少を示す例があ

った。逆に、南和医療圏では 2040 年に向かってほ

とんど横ばいとなる傾向が示されたが、市町村別

では増加の傾向を示す市が含まれていた。 

 

 外来医療計画班 

「各患者の総受診回数に占める、最も受診した

医療機関での受診回数の平均割合」は、60%-90%の

間で分布していた。15 歳未満と 70 歳から 85 歳人

口は、男女ともに割合が低かった。また、20 歳か

ら 75 歳までの平均割合は、男性が女性より高か

った。90 歳以上の平均割合は、他の年齢階級と比

較して、男女ともに上昇した。 

同様の定義を用いて、都道府県別、医療機関の

病床規模別に平均割合の分析を行った。平均割合

は、概ね診療所が 50%程度を占めていた。地域別

には、大都市圏を有する東京都や神奈川県は、診

療所の割合が高い一方、山間部等を有する高知県

は診療所が占める割合が低く、病院の占める割合

が相対的に高かった。 

 

 入院外医療の提供体制班 

療養病床等での入院医療から在宅医療への移

行を進めている現場の取組について、都市部の事

例 3件、過疎地等農山漁村地域の事例 4件を取材

した。急性期病棟と同様に療養病棟においても、

入院直後から、疾病の治療見込みや退院可能性時

期について、関係するスタッフで療養計画を議論

し作成する病院は、積極的に退院に結びつけてい

る様子が伺えた。 

 

Ｄ. 考察   

 在宅医療班 

 本研究では、在宅患者の将来需要に関して、二

次医療圏と圏域内の代表的市町村の推計を行っ

た。二次医療圏と圏域内の自治体の傾向を比較し

たところ、過疎地域を含む医療圏では自治体によ

る大きなばらつきが見られた。在宅医療の提供体

制は地域によって差があり、今後の政策的な取り

組みは地域差を考慮する必要がある。自治体の政

策的な取り組みにおいて、大規模レセプトデータ

を用いた分析は地域の特性を考慮した医療・介護

政策の検討につながる可能性があると考えられ

た。 

 

 外来医療計画班 

 分析の結果、性・年齢階級ごとに、最も受診す

る医療機関への受診の割合に差があることが明

らかになった。また、地域ごとに、最も受診する

医療機関の規模に違いがあり、地方部では最も受

診する医療機関が病院である割合が比較的高か

った。今後、外来通院を含めた外来機能を検討す

る上では、受療行動の特性や地域の実情が具体的
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に考慮される必要がある。 

 

 入院外医療の提供体制班 

療養病床等での入院医療から在宅医療への移

行を進めるには、①病気の治療に注力する臓器別

専門家の医師と、②総合診療医的視点を持つ、治

療後の生活を考慮した療養計画を立てる医師の、

２チームにすることが、より退院支援の動きを後

押しすることが示唆された。 

 

Ｅ. 結論 

 本研究は、各都道府県が次年度より策定する医

療計画や地域医療構想の実務的な資料として機

能することが期待され、特に入院外医療（在宅医

療＋外来医療）について進めていくべき機能分化

連携の方向性やその方法を示す成果を得た。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

 なし（非該当） 
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/WEB） 第 81 回日本公衆衛生学会総会 

KDB を用いた医療区分 1 入院患者の 介護・

医療介入の現状と予後の解析 竹下沙希、西岡

祐一、次橋幸男、中西康裕、柿沼倫弘、久保

慎一郎、明神大也、赤羽学、野田龍也、今村

知明. 

9. 2022 年 10 月 07 日～2022 年 10 月 09 日（山

梨県、YCC 県民文化ホール、山梨県立図書館

/WEB） 第 81 回日本公衆衛生学会総会 大規

模レセプトデータを用いた在宅医療需要の将

来推計手法の確立 中西康裕、西岡祐一、次橋

幸男、柿沼倫弘、野田龍也、今村知明、赤羽

学. 

10. 2022 年 11 月 02 日～2022 年 11 月 06

日 The Gerontological Society of America

（GSA） 2022 Annual Scientific Meeting 

Forecasting the Regional Distribution of 

Home Care Patients Using Big Data of In-

surance Claims in Japan: 2015 to 2045 Ya-

suhiro Nakanishi, Yuichi Nishioka, Yukio 

Tsugihashi, Tomohiro Kakinuma, Tatsuya 

Noda, Tomoaki Imamura, Manabu Aka-

hane. 

11. 2022 年 11 月 04 日～2022 年 11 月 06

日（岡山県、岡山コンベンションセンター） 

第 6 回日本リハビリテーション医学会秋季学

術集会 大規模レセプトデータを用いた後期高

齢者を対象としたリハビリテーション医療の

需要に関する圏域別将来推計 山口佳小里、中

西康裕、西岡祐一、次橋幸男、野田龍也、北

村哲郎、城戸顕、今村知明、赤羽学. 
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12. 2022 年 11 月 17 日～2022 年 11 月 21

日（北海道、札幌コンベンションセンター） 

第 42 回医療情報学連合大会（第 23 回日本医

療情報学会学術大会） クレームデータベース

利活用の現場から：できること・できないこ

と・意外にできたこと 野田龍也. 

13. 2022 年 11 月 17 日～2022 年 11 月 21

日（北海道、札幌コンベンションセンター） 

第 42 回医療情報学連合大会（第 23 回日本医

療情報学会学術大会） NDB と死亡情報の連

結における技術的課題の検討 明神大也, 西岡

祐一, 野田龍也, 大井川仁美, 今井健, 今村知

明, 

14. 2022 年 11 月 17 日～2022 年 11 月 21

日（北海道、札幌コンベンションセンター） 

第 42 回医療情報学連合大会（第 23 回日本医

療情報学会学術大会） 2019 年と 2020 年に

おける日本の外来受診患者数の比較． 菅野沙

帆，野田龍也, 町田宗仁, 西岡祐一，明神大

也, 久保慎一郎, 今村知明. 

15. 2022 年 11 月 30 日（Web） INNO-

VCARE Webinars Forecasting the Regional 

Distribution of Home Care Patients Using 

Big Data of Insurance Claims in Japan: 

2015 to 2045 Yasuhiro Nakanishi, Yuichi 

Nishioka, Yukio Tsugihashi, Tomohiro Ka-

kinuma, Tatsuya Noda, Tomoaki Imamura, 

Manabu Akahane. 

16. 2023 年 02 月 01 日～2023 年 02 月 03

日（静岡県、アクトシティ浜松/WEB） 第 33

回日本疫学会学術総会. 我が国における季節

性インフルエンザと COVID-19 の死亡率比

較. 野田龍也、奥村泰之、神尾敬子、谷口俊

文、明神大也、西岡祐一、鈴木貞夫、今村知

明. 

17. 2023 年 02 月 04 日（奈良県、社会福祉

総合センター） 日本医療マネジメント学会 

第 17 回奈良支部学術集会.シンポジウム「奈

良県型地域医療構想 2025 を支える～今、地

域が求める連携と機能分化～」. 第 8 次医療

計画や地域医療構想などの医療施策の現状と

コロナ禍を受けての今後の方向性. 今村知明. 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 なし 

２．実用新案登録 

 なし 

３．その他 

 なし 
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